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公調委令和６年（セ）第３号 足立区における配管工事に伴う騒音・振動による健

康被害責任裁定申請事件 

裁 定 

（当事者省略） 

主 文 

申請人の本件裁定申請を棄却する。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求める裁定 

１ 申請人 

被申請人は、申請人に対し、７４万１０９２円を支払え。 

２ 被申請人 

本件申請を棄却する。 

第２ 事案の概要 

本件は、申請人が、被申請人が夜間に申請人の自宅前の道路に埋設された配

水本管の更新工事を実施したことによって騒音及び振動が発生し、睡眠不足で

歯肉が腫れて痛み、早期に乳がんの検査や治療を受けるのが遅れたなどの健康

被害を受けたと主張して、被申請人に対し、不法行為に基づく損害賠償金の支

払を求める責任裁定申請事件である。 

１ 前提事実等  

以下の各事実等は、当事者間に争いがないか掲記の各証拠、審問の全趣旨及

び公知の事実により容易に認められる。 

⑴ 当事者 

ア 申請人は、令和３年８月頃から肩書地に所在する建物の２階部分（以下

「申請人宅」という。）に居住している。（職１、審問の全趣旨） 

イ 被申請人は、足立区を含む東京都内の認可区域において地方公営企業法

の適用を受ける水道事業を経営している。（審問の全趣旨） 
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  ⑵ 申請人宅の概要及び位置関係 

ア 別紙１の図面１及び図面２記載のとおり、申請人宅の西側は、道路（区

道、通称ａ（以下「ａ」という。））に面している。申請人宅は、別紙２

申請人宅の全体図のとおり、北側部分と南側部分が一体となった建物の南

側部分にあり、当該建物の北側にはスーパーマーケット、南側には病院が

入居するクリニックモールがある。（職１） 

イ 申請人宅とａの敷地境界の状況は別紙３記載のとおりである。（職１） 

ウ 申請人宅の主な居住部分は建物２階にある。申請人宅の平面図（２階）

は別紙４記載のとおりである。（職１） 

⑶ 工事の概要 

ア 被申請人は、ａの足立区〇〇▲丁目△番地先から足立区□□▲丁目△番

地先間の配水本管の更新工事（以下「本件工事」という。）を実施するこ

ととし、令和２年１０月２８日、有限会社ｂ（以下「ｂ」という。）との

間で、配水本管の更新工事に係る請負契約を締結した。本件工事の実施予

定区間は別紙５記載のとおりであるが、令和３年２月１６日に現場着手し、

同年３月２３日から令和６年９月２３日までの間に工事を実施した区間は

別紙５記載の「新しい管に取り換えた区間」の部分である。（甲３２の１、

３３～３５、３７、乙１～３、審問の全趣旨） 

イ 本件工事は、更新対象となる老朽管路の前後に立坑を築造し、立坑内で

新管を接合し既設管内に送り込む工法（既設管内配管工法）によって実施

された。申請人宅付近には、本件工事のために別紙５記載の「No.6」の部

分に立坑が設置された。（乙１、審問の全趣旨） 

⑷ 本件工事に関する騒音の規制 

 ア 騒音規制法 

本件工事には、バックホウを使用する作業が含まれていたが、本件工事

に使用されていたバックホウは国土交通省による低騒音型建設機械に指定



3 

 

されていたため、本件工事はその全てが特定建設作業には該当しない。（乙

２８）。申請人は、発生する騒音の大きさによって特定建設作業であると

認められるとの主張をするが、採用することができない。 

イ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（以下「環境確保条例」

という。乙２７） 

(ｱ) 本件工事には、バックホウ、振動ローラー、タンピングランマ、プレ

ートコンパクター、コンバインドローラ及びコンクリートカッターを使

用する作業が含まれていたため、本件工事は環境確保条例に定める指定

建設作業に該当する（環境確保条例１２５条、別表第９）。 

申請人宅及び申請人宅前面道路（本件工事が実施された場所）の所在

する地域（近隣商業地域）において行われる指定建設作業に伴って発生

する騒音に係る改善勧告等の基準値（都民の健康と安全を確保する環境

に関する条例施行規則（以下「条例規則」という。）６１条、別表第１

４）は、指定建設作業の敷地の境界線において、次のとおりである（た

だし、いずれも、作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日に

おける当該作業に係る２地点間の最大距離が５０ｍを超えない作業に限

る。）。 

ａ コンクリートカッターを使用する作業 ８０dB 

ｂ ブルドーザー、パワーショベル、バックホウその他これらに類する

掘削機械を使用する作業 ８０dB 

ｃ 振動ローラー、タイヤローラー、ロードローラー、振動プレート、

振動ランマその他これらに類する締固め機械を使用する作業 ８０dB 

(ｲ) また、指定建設作業は道路工事等で道路占用許可の要件として、夜間

に作業を行うべきこととされている場合等を除き、作業時間は午前７時

から午後７時までの間に限られており、日曜日及び祝日における作業、

１日１０時間を超える作業並びに連続して６日を超えて行われる作業は



4 

 

実施できない（条例規則６１条、別表第１４）。 

(ｳ) 上記勧告等の基準値に適合しているかを判定する測定において、騒

音の大きさは、騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合には、

測定値の９０％レンジの上端の数値（L5）とする（条例規則６１条、別

表第１４）。 

⑸ 環境基本法に基づく環境基準及び屋内指針（騒音） 

ア 申請人宅の所在する地域（近隣商業地域）は、環境基本法１６条１項に

基づく環境基準（人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持さ

れることが望ましい基準）における地域類型では、Ｃ地域のうち車線を有

する道路に面する地域に該当しており、環境基準の値（等価騒音レベル（L

Aeq）の値）は、次のとおりである。ただし、環境基準は、建設工事自体は、

一時的なものであり、建設工事の場所等に代替性がなく、他では行い難い

工事が多いことから、建設作業騒音には適用されない。（職２、公知の事

実） 

昼間（午前６時から午後１０時まで）６５dB以下 

   夜間（午後１０時から翌日の午前６時まで）６０dB以下 

イ 屋内指針 

中央環境審議会の「騒音の評価手法等の在り方について（答申）」（平

成１０年５月２２日）は、環境基準における騒音評価手法として、等価騒

音レベルによる方法が適当であるとした上で、生活の中心である屋内にお

いて睡眠影響及び会話影響を適切に防止する上で維持されることが望まし

い騒音影響に関する屋内騒音レベルの指針（以下「屋内指針」という。）

を設定し、道路に面する地域については以下の指針値を示している。ただ

し、屋内指針についても、環境基準と同様、建設作業騒音には適用されな

い。（公知の事実） 

会話影響 昼間（午前６時から午後１０時まで）４５dB以下 
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睡眠影響 夜間（午後１０時から翌日午前６時まで）４０dB以下 

⑹ 本件工事に関する振動の規制 

ア 振動規制法 

本件工事は、振動規制法に定める特定建設作業には該当しない。 

イ 環境確保条例 

(ｱ) 本件工事は、前記⑷イ(ｱ)のとおり、環境確保条例に定める指定建設

作業に該当する。 

申請人宅及び申請人宅前面道路（本件工事が実施された場所）の所在

する地域（近隣商業地域）において行われる指定建設作業に伴って発生

する振動に係る改善勧告等の基準値（条例規則６１条、別表第１４）は、

指定建設作業の場所の敷地の境界線において、次のとおりである（ただ

し、いずれも、作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日にお

ける当該作業に係る２地点間の最大距離が５０ｍを超えない作業に限

る。）。（乙２７、職２、公知の事実） 

ａ ブルドーザー、パワーショベル、バックホウその他これらに類する

掘削機械を使用する作業 ７０dB 

ｂ 振動ローラー、タイヤローラー、ロードローラー、振動プレート、

振動ランマその他これらに類する締固め機械を使用する作業 ７０dB 

(ｲ) その他の規制は前記⑷イ(ｲ)と同じである（条例規則６１条、別表第

１４）。 

(ｳ) 上記の改善勧告等の基準値に適合しているかを判定する測定におい

て、振動の大きさは、測定器の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合

には、５秒間隔、１００個又はこれに準ずる間隔、個数の測定値の８０％

レンジの上端の数値（L10）とする（条例規則６１条、別表第１４）。 

２ 当事者の主張 

（申請人） 



6 

 

⑴ 被申請人は、令和３年２月１６日の本件工事開始以来、平日ほぼ毎日、申

請人宅前面道路で、重機を使用した作業を午後８時頃に開始し、翌日午前０

時から午前３時頃まで実施し８５dB 以上の騒音を発生させ、申請人宅寝室内

にも４０dB 以上の騒音を発生させ、５０㏈以上の振動を発生させた。 

特に、覆工板を閉鎖した後に仮舗装を復旧する作業による騒音や振動が大

きかった。覆工板を閉鎖した後の仮舗装復旧作業は、午前０時頃から午前５

時頃までの間に突然始まり、申請人の睡眠を妨げた。 

被申請人は、本件工事について、騒音、振動の具体的な内容につき住民に

十分な説明を行っておらず、本件工事により住民が受ける利益も明確ではな

い。 

以上によれば、申請人は、本件工事によって発生した騒音及び振動により、

一般社会生活上受忍すべき程度を超える被害を被った。被申請人による本件

工事の実施は、申請人に対する不法行為を構成する。 

⑵ 申請人は、令和４年９月頃から、平日毎日長期間にわたって続く夜間の本

件工事によって発生した騒音及び振動により、睡眠不足により時折歯肉が腫

れて痛み、口内炎や胃痛が生じるようになった。申請人には、令和５年８月

頃、左足の薬指の痺れが生じた。申請人の歯肉の痛みは継続し、令和５年１

０月１９日には歯周病の通院治療も開始した。さらに、申請人は、令和３年

頃、右胸の奥に小さなしこりを発見したが、本件工事によって強いストレス

にさらされ、眠れなくなり、乳がんとの診断を受け止める余力がなかったた

め、検査を先延ばしにし、その治療を受けるのも遅れた。その結果、申請人

の乳がんが進行した。 

このように、申請人は、被申請人の前記不法行為によって健康被害を受け、

医療機関に通院し、次のとおりの損害を被った（合計７４万１０９２円）。 

ア 治療費（歯科、精神科） 合計４万８８６０円 

(ｱ) ｃ歯科（令和５年１０月１９日から同年１１月１６日まで通院（実日
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数５日）） 

(ｲ) ｄ大学病院（当時）（令和５年１１月６日、令和６年１月１１日） 

(ｳ) ｅ大学歯学部付属歯科病院（令和５年１１月２１日通院） 

(ｴ) ｆ歯科医院（令和５年１２月１日通院） 

(ｵ) ｇクリニック（令和５年１１月２４日から令和６年１月１５日まで

通院（実日数４日）） 

(ｶ) ｈメンタルクリニック（令和６年１月２２日通院） 

(ｷ) ｉ皮膚科クリニック（令和７年１０月２０日通院） 

(ｸ) ｊ病院（令和７年１０月２０日から令和８年３月１９日まで通院（実

日数５日）） 

(ｹ) ｋクリニック（令和７年１１月６日から同年１２月１日まで通院（実

日数３日）） 

(ｺ) ｌ放射線クリニック（令和８年１月１５日通院） 

イ 薬代 ２万４５４８円 

ウ 乳がんの検査費用（ｍクリニック） ３万４４１０円 

エ 乳がんの診断費用（ｍクリニック） １９００円 

オ 通院費 合計９８５０円  

(ｱ) ｃ歯科 １５７０円 

１５７円（片道電車代）×２×５日＝１５７０円） 

(ｲ) ｄ大学病院 ２０４８円 

５１２円（片道電車代）×２×２日＝２０４８円 

(ｳ) ｅ大学歯学部付属歯科病院 １０２４円 

５１２円（片道電車代）×２×１日＝１０２４円 

(ｴ) ｆ歯科医院 ３５６円 

１７８円（片道電車代）×２×１日＝３５６円 

(ｵ) ｇクリニック ２０８８円 
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２６１円（片道電車代）×２×４日＝２０８８円 

(ｶ) ｈメンタルクリニック ３１４円 

１５７円（片道電車代）×２×１日＝３１４円 

(ｷ) ｍクリニック １６３６円 

４０９円（片道電車代）×２×２日＝１６３６円 

   (ｸ) ｌ放射線クリニック ８１４円 

４０７円（片道電車代）×２×１日＝８１４円 

カ 衛生用品費 １万３４２４円 

キ 事務手続費用（診断書、紹介状） ８１００円 

ク 慰謝料 ６０万円 

（被申請人） 

⑴ 本件工事は、昭和４０年に布設された老朽化した水道の配水本管（浄水場か

ら給水契約者に水道水を供給するためのもの）の更新工事であり、公共性の高

い事業である。 

被申請人は、本件工事による騒音、振動等沿道地域の環境への影響を低減す

るため、本件工事の大部分につき非開削工事である既設管内配管工法を採用し

た。この工法は、更新対象となる老朽管路の前後に立坑を築造し、新管を送り

込む更新工法であり、開削工事よりも短期間で更新作業を終えることができる。 

本件工事の現場は、ｎ線ｏ駅を横断する区道であり、バス路線でもある。さ

らに、管路上にある道路は飲食店や商業店舗が密集している商店街で、駅周辺

には小中学校、大型マンション、区施設や住宅街があり、人通りが多い場所で

ある。そのため、被申請人は、警視庁ｐ警察署及びバスの運行者である東京都

交通局ｑ営業所と協議の上、本件工事を夜間に実施することとした。 

被申請人は、本件工事を発注する際、受注業者に対し、配水管工事標準仕様

書を指定した。同仕様書には、工事による騒音振動を防止するため、関係法令

等に基づき規制に関する基準に違反しないよう適切な公害防止の措置を講ず
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るとともに、工事に伴う騒音振動の防止を図り、生活環境の保全に努めるよう

定めており、一定の建設機械を使用する場合は低騒音型・低振動型機械として

指定された建設機械を使用することを求めていた。また、被申請人は、掘削及

び埋戻し作業については、東京都環境物品等調達方針における低騒音型建設機

械を使用するよう特記仕様書において定めている。さらに、土留工における鋼

矢板の打ち込みについては、受注業者に対し、比較的低騒音・低振動である油

圧式圧入工法を採ることを求めていた。そして、被申請人は、申請人からの本

件工事の騒音等に関する苦情を受けたため、ｂと協議し、その結果、ｂは、本

件工事の現場に防音パネルや防音シートを立て、本件工事における発動発電機

からの発生音を抑えるため、できる限り発動発電機を使用しないようにすべく

ｒから仮設電源を受電することとし、申請人宅の窓に防音カーテンや防音パネ

ルを設置し、寝室のベッドの脚に振動吸収材ゴムを敷いたほか、週間工程表を

使い、翌週の工事で音が出ることが想定される作業をその都度申請人に直接説

明することとした。 

以上のとおり、本件工事は公共性の高い工事であり、被申請人は、本件工事

による騒音及び振動の発生をできる限り抑えるために必要な措置を講じてい

た。また、本件工事によって申請人宅に発生する騒音も屋内指針値を超えると

は認められない。したがって、本件工事によって発生した騒音及び振動によっ

て、申請人が一般社会生活上受忍すべき程度を超える被害を被ったとはいえな

い。 

⑵ 損害については、争う。申請人が主張する各症状が本件工事による騒音及び

振動によって発生したかどうかは不明である。 

第３ 当裁定委員会の判断 

 １ 認定事実 

前提事実及び掲記の各証拠並びに審問の全趣旨によれば、次の事実が認めら

れる。 
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⑴  夜間工事の実施に関する道路占用許可及び道路使用許可 

ア 被申請人は、令和３年１月１４日、足立区から、道路法３２条に基づき、

本件工事を含む足立区内における水道管布設工事について、占用の期間を

令和３年１月１５日から令和１２年３月３１日まで、工事の期間を令和３

年１月１５日から令和６年９月３０日までとして、東京都足立区〇〇▲丁

目△番地から東京都足立区□□▲丁目△番地までの範囲の道路の占用許可

を得た。（乙３１） 

イ 本件工事の施工業者であるｂは、警視庁ｐ警察署長から、道路交通法７

７条に基づき、主たる工事は夜間に行う条件で、東京都足立区〇〇▲丁目

△番地先から同区□□▲丁目△番地先間の道路使用許可を得た。（乙３０、

審問の全趣旨） 

⑵ 本件工事の概要 

本件工事は、昭和４０年に布設された老朽化した配水本管（浄水場から配

水契約者に水道水を供給するためのもの）の更新工事であり、既設管内配管

工法（更新対象となる老朽管路の前後に立坑を築造し、立坑内で新管を接合

して既設管内に送り込む更新方法）によって実施した。工事の概要は、まず、

試掘をして工事の支障となる物件を移設し、仮設物を設置し、立坑を築造し

た後、立坑内で新管を接合し、作業完了後に立坑を埋め戻し、仮設物を撤去

した後、道路舗装を元の状況に復旧するというものである。申請人宅付近に

おける本件工事の実施状況（令和３年２月１６日から令和６年５月７日まで）

は、別紙６記載のとおりである。本件工事については、令和６年５月７日、

別紙５記載の「新しい管に取り換えた区間」の配水管更新工事がいったんは

終了したものの、補修を要する箇所があったため、同年８月１９日から同年

９月２３日までの間、申請人宅前面道路において補修工事が実施された。（甲

３２の１、３３～３７、乙１、３、９の１～９の６、１０、審問の全趣旨） 

⑶ 本件工事の防音対策等 
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申請人は、令和５年９月１９日、被申請人の職員に対し、本件工事によっ

て発生した騒音により眠れないこと等について電話で苦情を述べた。被申請

人は、申請人からの上記電話を受けて、ｂと協議し、その結果、ｂは、次の

対策をとった。 

ア 本件工事の現場に防音パネルや防音シートを立てた。また、本件工事に

おける発動発電機からの発生音を抑えるため、できる限り発動発電機を使

用しないようにすべくｒから仮設電源を受電することとした。（乙４、審

問の全趣旨） 

イ 令和５年１０月１２日及び同月２７日、申請人宅の２階寝室の窓に二重

の防音カーテン及び防音パネルを設置した。また、同日、申請人宅２階寝

室のベッドの脚に振動吸収材ゴムを敷いた。（乙４、職１、審問の全趣旨） 

ウ 令和６年１月２６日、申請人宅２階のリビングルームの窓に一重の防音

カーテンを設置した。（職１、審問の全趣旨） 

エ 申請人からの騒音振動に関する苦情を受けて、令和６年８月２８日、申

請人に対し、ｂの事務所に夜間宿泊することを提案した。申請人は、同年

９月２日、ｂの事務所に宿泊した。申請人は、同月４日も同事務所に滞在

したが、午後１１時３０分頃に申請人宅に戻った。（審問の全趣旨） 

オ 週間工程表を使い、翌週の工事で音が出ることが想定される作業をその

都度申請人に直接説明することとした。（審問の全趣旨） 

⑷ 事務局による測定 

 ア 測定時の本件工事の概要 

事務局は、令和６年４月１０日の午後７時頃から午後１０時頃までの間、

申請人宅及びその周辺において本件工事によって発生した騒音及び振動を

測定した。 

同日、別紙７記載のとおり、申請人宅南西角前付近の道路から南側部分

において、舗装復旧工のうち舗装打ち換え作業が行われた。舗装打ち換え
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作業とは、厚さ１０ｃｍの仮舗装部分（アスファルト）及びその下にある

道路路盤材の砂利を一部撤去し、残った道路路盤材の砂利を締め固めた後、

厚さ３５ｃｍのアスファルトを敷設する舗装工事である（職１、審問の全

趣旨）。 

イ 測定の概要 

事務局は、令和６年４月１０日午後７時３０分頃から午後１０時頃まで

の間、申請人宅２階寝室内（別紙８記載の地点①）に騒音計及び振動計を、

申請人宅敷地境界（別紙８記載の地点②）に騒音計を設置し、舗装打ち換

え作業に係る騒音及び振動の測定を実施した。測定時は、申請人の就寝時

の環境と合わせるため、申請人宅２階寝室の窓（ａと逆方向）を閉め、寝

室から廊下に出る引き戸の片側を閉め、もう片側を約１２ｃｍ開けた状態

にした。申請人宅２階の全ての窓、廊下からリビング（本件道路側）に通

じる扉は全て閉めた。（職１） 

騒音測定に当たっては、周波数重み付け特性Ａ、時間重み付け特性Ｆの

音圧レベル（単位は㏈）を記録し、測定データから等価騒音レベル（LAeq）、

最大値（LAFmax）及び９０％レンジの上端の数値（L5）を算出した。（職

１） 

振動測定に当たっては、Ｘ、Ｙ、Ｚ方向について１秒毎の測定値を記録

し、鉛直方向のＺ方向の結果を使用し、鉛直方向振動加速度レベルにより、

測定データから８０％レンジの上端の数値（L10）及び最大値（Lvmax）を

算出した。（職１） 

ウ 測定結果 

(ｱ) 一時間値（騒音） 

申請人宅敷地境界及び申請人宅寝室内に騒音計を設置し、１時間値を

計測した結果は以下のとおりである。ただし、午後８時から午後８時０

２分まで、午後８時５８分から午後９時０２分までの間は、室内起因の
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音が発生していたため、除外した。（職１・１５～１６頁） 

 ａ 午後８時０２分から午後８時５８分まで 

 LAeq LAFmax L5 

申請人宅敷地境界 76.8 89.4 84 

申請人宅寝室内 34.9 46.6 40.5 

ｂ 午後９時０２分から午後１０時まで 

 LAeq LAFmax L5 

申請人宅敷地境界 74.3 90.2 80.5 

申請人宅寝室内 33.4 45.9 38.8 

(ｲ) 一時間値（振動） 

申請人宅寝室内に振動計を設置し、１時間値を計測した結果は以下の

とおりである。ただし、午後８時から午後８時０２分まで、午後８時５

８分から午後９時０２分までの間は、室内起因の音が発生していたため、

除外した。（職１・１６頁） 

ａ 午後８時０２分から午後８時５８分まで 

 L10 Lvmax 

申請人宅寝室内 48.8 57.6 

ｂ 午後９時０２分から午後１０時まで 

 L10 Lvmax 

申請人宅寝室内 44.1 54.6 

(ｳ) 上記作業のうち、申請人宅敷地境界において、L5で環境確保条例の基

準値８０dBを超える騒音が発生した時間帯は、午後８時１３分４０秒か

ら午後８時１５分５７秒まで（８２.１㏈）、午後８時１８分１４秒から

午後８時２１分２１秒まで（８０.７㏈）、午後８時３０分２５秒から午

後８時３５分３６秒まで（８４㏈）、午後８時３９分１２秒から午後８
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時４０分１８秒まで（８５.３３㏈）、午後８時４０分１８秒から午後８

時４０分５９秒まで（８４.８㏈）、午後８時４０分５９秒から午後８時

４３分０６秒まで（８６.２７㏈）、午後８時４３分０６秒から午後８時

４５分０３秒まで（８８.１㏈）、午後８時４５分０３秒から午後８時４

６分２２秒まで（８０.６３㏈）、午後９時２０分０８秒から午後９時２

０分４２秒まで（８１.０１㏈）、午後９時３１分１１秒から午後９時３

２分４３秒まで（８４.５５㏈）、午後９時３２分４３秒から午後９時３

４分４５秒まで（８６.７㏈）、午後９時３６分３０秒から午後９時３９

分１９秒まで（８２.６㏈）、午後９時５３分３６秒から午後９時５４分

４２秒まで（８１.７８㏈）である。また、申請人宅寝室内において、L

Aeqで夜間の屋内指針４０dBを超える騒音が発生した時間帯は、午後８

時４３分０６秒から午後８時４５分０３秒まで（４１.５㏈）である。（職

１） 

⑸ 申請人による測定 

申請人は、令和６年４月１６日、午後９時１４分頃から午後１１時５０分

頃までの間、騒音計をＡ特性かつＦ特性で設定し、被申請人宅寝室内におい

て、本件工事によって発生した騒音を測定した。申請人が測定した際には、

４５dBを超える測定値が検出されたこともあり、最大値は５３.９dB（甲２６

の３、２３時２３分と題する動画の２分２７秒）であった。（甲２６の１～

２６の３、５１） 

２ 本件工事によって発生した騒音及び振動が一般社会生活上受忍すべき程度を

超える違法なものであるかについて 

⑴ 受忍限度について 

公共工事である本件工事が違法なものとして、申請人が被ったと主張する

損害について不法行為による損害賠償責任が成立するためには、本件工事に

よって発生した騒音及び振動による侵害行為の態様と侵害の程度、被侵害利
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益の性質と内容、地域環境、侵害行為の持つ公共性又は公益上の内容と程度

等、被申請人が既に被害の防止のために行った措置の有無及びその内容と効

果等の諸般の事情を総合的に考慮した上で、申請人が本件工事によって発生

した騒音及び振動によって一般社会生活上受忍すべき程度を超える被害を被

っているといえる必要がある。 

  ⑵ 騒音について 

ア 侵害行為の態様と程度、被侵害利益の性質と内容 

 (ｱ) 事務局による測定時の工事について 

ａ 環境確保条例に照らした評価 

本件工事は、環境確保条例に定める指定建設作業に該当する。 

環境確保条例は、指定建設作業について、東京都知事は、指定建設

作業に伴い発生する騒音が規則で定める基準値（前記第２の１⑷イ(ｱ)、

(ｳ)）を超え、かつ、その建設作業の行われる場所の周辺の生活環境が

著しく損なわれると認められるときは、その事態を排除するため、指

定建設作業を施工する者に対し、その騒音の防止の方法若しくは作業

の方法を改善し、又は作業時間を変更することを勧告し、施工者がそ

の勧告に従わないときは、騒音の防止の方法若しくは作業の方法の改

善又は作業時間の変更を命ずることができる旨定めている（環境確保

条例１２５条、別表第９）。このように、指定建設作業に係る改善勧

告等の基準値は、東京都知事が、騒音の防止の方法等を改善し、又は

作業時間を変更することを勧告等する際の一つの考慮要素であり、改

善勧告等の基準値を超える騒音が発生したからといって、直ちに、当

該指定建設作業が違法と評価されるものではない。 

本件工事は、重機を用いた配水本管の更新工事であり、その性質上、

騒音が不規則かつ大幅に変動するものである。したがって、本件工事

によって発生した騒音については、騒音計の指示値が不規則かつ大幅
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に変動する場合に該当するとして、測定値の９０％レンジの上端の数

値（L5）を改善勧告等の基準値と比較して評価するのが相当である。

なお、改善勧告等の基準値は、指定建設作業の場所の敷地の境界線に

おける騒音によって測定すべきであるが（条例規則別表第１４）、本

件では、指定建設作業の場所の敷地の境界線における測定結果がない

ため、同敷地の境界線に近い場所である申請人宅敷地境界における騒

音測定値を参照することとする。 

事務局による測定結果によれば、前記１⑷ウ(ｱ)のとおり、舗装打ち

換え作業によって発生した騒音は、申請人宅敷地境界において、１時

間値でみると、L5で８４dB及び８０.５dBであり、いずれも、環境確保

条例の改善勧告等の基準値を超えていた。また、前記１⑷ウ(ｳ)のとお

り、作業の一部については、L5でみると、申請人宅敷地境界において

環境確保条例の改善勧告等の基準値を超える騒音が発生した。 

このように、舗装打ち換え作業によって発生した騒音は、１時間値

では同基準値を最大４dB上回り、また、作業の一部についても同基準

値を上回ることがあったものの、１時間値による超過の程度は大きく

なく、また、特定の作業の一部についてL5で同基準値を上回るといっ

ても、それぞれ約１分間から約５分間の作業を取り出して算出したも

のであるから、本件工事によって発生した騒音が一般社会生活上受忍

すべき限度を超えるものであったかどうかを判断するに当たり、これ

らのことを重視するのは相当ではない。上記騒音が申請人の受忍限度

を超えたか否かを判断する上では、申請人宅での測定結果を重視すべ

きである。 

 ｂ 屋内指針に照らした評価 

環境基本法に基づく環境基準は、人の健康を保護し、生活環境を保

全する上で維持されることが望ましい基準であるが、本件工事のよう
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な建設工事自体一時的なものであり、建設工事の場所などに代替性が

なく、他では行い難い工事も多いことから、環境基準は、建設作業騒

音には適用されない。屋内指針についても同様に、建設作業騒音には

適用されない。 

もっとも、本件において、申請人が訴える被害は、睡眠不足及びこ

れによって生じた各種健康被害であり、夜間の屋内指針は、騒音の睡

眠影響に関する科学的知見を踏まえて定められたものであるから、夜

間の屋内指針が建設作業騒音には適用されないことを考慮しても、本

件工事によって発生した騒音による睡眠への影響度合いを判断するに

当たって、同屋内指針を参照することとする。 

前記第２の１⑸のとおり、申請人宅は道路に面する地域に該当する

ため、夜間の屋内指針は、等価騒音レベル（LAeq）で４０dB以下であ

る。そこで、申請人宅寝室内の測定結果（LAeq）をみると、前記１⑷

ウ(ｱ)のとおり、１時間値は３４.９dB及び３３.４dBであって、いずれ

も、夜間の屋内指針（４０dB）を超えるものではない。 

特定の作業に係る測定データを対象としてLAeqを算出しても、前記

１⑷ウ(ｳ)のとおり、午後８時４３分０６秒から午後８時４５分０３秒

までの１分５７秒間について、申請人宅寝室内において、LAeqで４１.

５dBの騒音が発生したが、それ以外の時間帯では、夜間の屋内指針を

超える騒音は発生していない。このように、一時的に夜間の屋内指針

を超える騒音が発生したことはあったが、その超過の程度は小さい。 

(ｲ) 事務局による測定時以外の工事の騒音 

ａ 申請人が令和６年４月１６日に申請人宅寝室内の騒音を測定したと

ころ、４５dBや５０dBを超える測定値がみられ、最大値（LAFmax）は

５３.９dBであった（前記１⑸）。同日は、舗装本復旧工のうち、表層

工が実施されており（表層切削（舗装復旧範囲全面の表層５ｃｍを削
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る作業）後に舗装を行うもの）、事務局による調査日には使用されて

いなかったフィニッシャー及び路面切削機が使用されていた（別紙６）

このように、申請人が提出した証拠によれば、事務局による測定日

以外の工事日に、申請人宅寝室内において夜間の屋内指針を超過する

騒音が発生していた可能性があるので、以下、検討する。 

まず、申請人による測定結果は、いずれも瞬時的な値であり、屋内

指針の評価量である等価騒音レベル（LAeq）と同列で比較することは

できない。申請人による測定時の騒音計の表示をみると、３５dBやそ

れ以下の数値を示す時間もみられる（甲２６の１～２６の３）。 

また、事務局による申請人宅寝室内の測定結果の最大値(LAFmax)は

４６.６dBであり、申請人による測定結果の最大値５３．９dBよりも７.

３dB低い。最大値は瞬時的なものであり、LAeqと同列で比較すること

ができないのは上記のとおりであるが、仮に、申請人の測定日時にお

ける測定値が、事務局による測定日時における測定値より全時間にわ

たって７.３dB高かったとすると、等価騒音レベルは４２.２dBになる

（３４.９㏈＋７.３㏈）。しかし、上記の仮定自体に現実性がない上、

仮にLAeqで４２.２dBの騒音が発生した日があったとしても、夜間の

屋内指針を大きく超えるようなものではない。 

。 

ｂ 覆工板を閉鎖した後の作業音について 

申請人は、覆工板を閉鎖した後に仮舗装を復旧する作業による騒音

が大きいと主張し、覆工板の上に仮舗装を施した状況を示すものとし

て覆工板の写真（甲６７）を証拠として提出する。 

しかし、覆工板は立坑の上を覆う板であり、本件工事において、立

坑を使用する工事を実施する際には、工事の開始時に覆工板を開け、

終了時に覆工板を閉めるが、立坑を使用する工事は一定期間継続する

ものであるため、覆工板を閉める度にその上部に仮舗装を復旧するも
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のではなく（審問の全趣旨）、上記写真においても、覆工板は露出し

ており、覆工板の上に仮舗装は施工されていない。 

したがって、覆工板閉鎖後の作業によって、事務局による測定結果

を上回るような騒音が発生することは想定し難く、申請人の上記主張

は採用することができない。 

ｃ 事務局による測定時の工事、申請人が測定した工事及び覆工板を閉

鎖した後の作業以外の工事による騒音が夜間の屋内指針を大きく超え

たと認めるに足りる証拠はない。また、別紙６記載の工事施工日数か

ら明らかなとおり、令和６年５月７日までの工事については、申請人

宅付近で工事が実施されていない日も多く、同年８月１９日から同年

９月２３日までの補修工事については、申請人が騒音を感じたのは、

同年８月２６日以降であり、同年９月９日以降は、工事場所が限定さ

れることから騒音が発生する工事を昼間に実施することとなった（甲

３２の１、３３～３５、３７、４１、審問の全趣旨）。 

(ｳ) 以上によると、本件工事によって発生した騒音が申請人の睡眠や健

康に大きな影響を与えるものであったということはできない。 

イ 地域環境 

申請人宅及び申請人宅前面道路の所在する地域は近隣商業地域であり、

ｎ線ｏ駅に近く、商店も存在して人通りが多い場所である。また、申請人

宅前面道路（ａ）は、交通量が多く、路線バスが通行している（前記第２

の１⑵ア、職１）。事務局による測定日には、本件工事が行われていない

時間帯（午後７時３０分から午後７時５５分までの間）においても、申請

人宅敷地境界ではLAeqで６２.４dBから７２.９dB、L5で６７.８dBから７

８dBの騒音が発生していた（職１・１５頁）。本件工事を原則として夜間

工事で行うことはやむを得ない。 

ウ 本件工事で採用した工法、ｂが被申請人と協議の上、騒音低減のために
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行った措置の内容等 

被申請人は、本件工事による騒音等沿道地域の環境への影響を低減する

ため、本件工事の大部分を非開削工事である既設管内配管工法を採用して

おり、本件工事については、ｂに対し、バックホウ、振動ローラー、フィ

ニッシャー、発電発動機については低騒音型を使用することを求め、掘削

及び埋戻し作業については、低騒音型建設機械を使用するように求め、土

留工における鋼矢板の打ち込みについては、比較的低騒音である油圧式圧

入工法を採ることを求めた（乙７、８）。また、被申請人は、申請人から

本件工事に関する苦情を受けたため、ｂと協議し、その結果、ｂは、前記

１⑶のとおり、工事現場に防音パネルや防音シートを設置し、できる限り

発電発動機を使用しないようにすべくｒから仮設電源を受電することとし

申請人自宅の窓に防音カーテン等を設置し、申請人にｂの事務所に夜間宿

泊してもらったり、週間工程表を使い、翌週の工事で音が出ることが想定

される作業をその都度申請人に直接説明したりする等の騒音対策を実施し

た。 

、

エ 本件工事の公共性等 

前記１⑵のとおり、本件工事は、昭和４０年に布設された老朽化した配

水本管（浄水場から給水契約者に水道水を供給するためのもの）を更新す

る工事であって、上記配水本管は、その布設された地盤の点からも腐食が

進行している可能性があり、漏水する危険が高く、また、その耐震性を強

化する必要があることからも、給水契約者への水道水の供給を維持するた

めに必要性の高い工事である（審問の全趣旨）。 

オ 検討 

上記アからエまでの諸般の事情を総合的に考慮すると、申請人が、本件

工事によって発生した騒音により、一般社会生活上受忍すべき程度を超え

る被害を被っているとは認められない。申請人は、本件工事についての住
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民説明会の開催の必要性等も主張するが、本件全証拠によっても、被申請

人やｂによる申請人に対する本件工事の説明に問題があったと認めること

はできず、上記説明の点を理由に申請人が、本件工事によって発生した騒

音により、一般社会生活上受忍すべき程度を超える被害を被っているとい

うことはできない。 

⑶ 振動について 

本件工事は特定建設作業に該当するものではないが、本件工事によって発

生した振動を評価するに当たっての振動レベルの決定方法については、振動

規制法による決定方法が参考になる。振動規制法施行規則を参考にすると、

本件工事による振動は、その性質上、測定器の指示値が不規則かつ大幅に変

動する場合に該当するから、５秒間隔の測定値の８０％レンジの上端の数値

（L10）によって振動の程度を評価するのが相当である。 

いき

一般に、人体の振動感覚閾値は、５０％の人が感じる振動レベルは約６０

dB、１０％の人が感じる振動レベルは約５５dBである（職３）。事務局によ

る測定結果によれば、申請人宅寝室内におけるL10での振動の最大値は、ラン

マ２台による路盤の締固め作業に係る振動で（１分５７秒間）、５２.３dBで

あった（職１・２４頁）。申請人宅寝室内の振動は、L10の最大値で評価して

も、９０％の人は振動を感じない程度のものである。 

事務局の測定時の工事について、１時間値の振動を検討すると、L10で４８.

８dB及び４４.１dBであり、いずれも振動感覚閾値を下回る。本件工事のうち、

上記事務局による測定時の工事以外の工事による１時間値の振動が振動感覚

閾値以上であると認めるに足りる証拠もない。 

このように、本件工事の実施時において、申請人宅寝室内で計測された振

動（L10）は振動感覚閾値以上であると認められないことからすれば、その余

の点について考慮するまでもなく、申請人が、本件工事によって発生した振

動により、一般社会生活上受忍すべき程度を超える被害を被っているとは認
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められない。申請人は、長期的に繰り返される振動の身体的、精神的な影響

を考慮すべきであると主張するが、上記振動の大きさを考慮すれば、採用す

ることができない。 

⑷ まとめ 

本件工事によって発生した騒音及び振動について、被申請人に不法行為が

成立するとは認められない。申請人の主張及び提出した証拠を精査しても、

上記結論は左右されない。 

 第４ 結論 

以上によれば、申請人の本件裁定申請は理由がないから棄却することとし、

主文のとおり裁定する。 

 

令和８年６月２５日 

公害等調整委員会裁定委員会 

 

 

裁定委員長   中  村  也 寸 志 

 

 

裁 定 委 員   若 生 俊 彦  

 

裁定委員大橋洋一は、差支えがあるため署名押印することができない。 

 

裁定委員長   中  村  也 寸 志  

 

 

※裁定文中の別紙１～５、７及び８は省略 
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別紙６ 工事概要 

 

 

  

  

⼯事の分類 ⼯事内容 実施時期 終了時刻 使⽤重機

準備⼯（令和3
年4⽉22⽇から
同年8⽉16⽇ま
で（うち⼯事
施⼯⽇数17
⽇））

舗装切断
試験掘の前に、掘削範囲の舗装をコンクリートカッターで切
断する。

令和3年4⽉22⽇から
同年6⽉16⽇まで
（施⼯⽇数4⽇）

AM0:00~1:00が1
⽇、AM2:00~3:00
が2⽇、
AM3:00~4:00が1⽇

コンクリートカッ
ター、発動発電機

試験掘

バックホウで道路の舗装を撤去し、路床を掘削する。⽬的物
を確認した後、バックホウで埋め戻し、タンピングランマで
路床及び路盤を転圧し、プレートコンパクターでアスファル
トを転圧して仮舗装を仕上げる。

令和3年5⽉7⽇ AM0:00
令和3年5⽉11⽇ AM3:00
令和3年5⽉12⽇ AM3:00
令和3年5⽉13⽇ AM3:00
令和3年5⽉25⽇ AM4:20
令和3年5⽉26⽇ AM4:20
令和3年6⽉9⽇ AM3:30

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

調査、点検
等

下⽔カメラ調査、探査ボーリング、観測井⼾の設置・⼟質調
査、仮復旧⽩線の点検

施⼯⽇数6⽇

⽀障物件処理
（令和3年8⽉
17⽇から同年
12⽉17⽇まで
（うち⼯事施
⼯⽇数13
⽇））

仮配管の布
設

⽔道管（配⽔本管）を布設する前に、⽀障となる⽔道管（配
⽔⼩管）を⼀時撤去するが、撤去中でも配⽔できるよう、⼯
事の⽀障にならない位置に仮の⽔道管（仮配管）を布設す
る。バックホウで舗装を撤去し、路床を掘削し、仮配管を布
設（深さ約４０ｃｍ）する。仮配管の布設後、バックホウで
埋め戻し、タンピングランマで路床及び路盤を転圧し、プ
レートコンパクターでアスファルトを転圧し、仮舗装を仕上
げる。

令和3年8⽉18⽇から
同⽉20⽇まで（施⼯
⽇数３⽇）

AM2:00〜3:00が1
⽇、AM3:00〜4:00
が2⽇

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

既設⼩管の
撤去

バックホウで道路の舗装を撤去し、路床を掘削し、既設⼩管
を切断して撤去する。既設⼩管を撤去した後、バックホウで
埋め戻し、タンピングランマで路床及び路盤を転圧し、プ
レートコンパクターでアスファルトを転圧し、仮舗装を仕上
げる。

令和3年8⽉23⽇から
同年11⽉15⽇まで
（施⼯⽇数６⽇）

AM1:00〜2:00が2
⽇、AM2:00~3:00
が2⽇、
AM3:00~4:00が1
⽇、AM4:00~5:00
が1⽇

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

路線全体⼯
事

バックホウで舗装を撤去し、プレートコンパクターでアス
ファルトを転圧し、仮舗装を仕上げる。

令和3年8⽉23⽇から
同年11⽉15⽇まで
（施⼯⽇数2⽇）

AM1:00~2:00が1
⽇、AM3:00~4:00
が1⽇

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

調査、点検
等

架空線の防護・仮復旧⽩線の点検 施⼯⽇数2⽇
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⽴坑築造⼯
（令和4年2⽉9
⽇から同年6⽉
30⽇まで（う
ち⼯事施⼯⽇
数43⽇））

先⾏布掘り

鋼⽮板を打ち込むため、細⻑く溝状に掘削し、事前に埋設物
の状況を⽬視及び探針により確認する。⼩型圧砕機で事前に
舗装を圧砕した上で、バックホウで舗装を撤去し、⽬視及び
探針で埋設物の状況を確認する。バックホウで埋め戻し、タ
ンピングランマで路床及び路盤を転圧し、プレートコンパク
ターでアスファルトを転圧し、仮舗装を仕上げる。

令和4年2⽉9⽇から
同⽉17⽇まで（施⼯
⽇数5⽇）

AM1:00~2:00が2
⽇、AM3:00~4:00
が2⽇、
AM4:00~5:00が1⽇

バックホウ、⼩型圧
砕機、タンピングラ
ンマ、プレートコン
パクター、コンク
リートカッター、発
動発電機

鋼⽮板の圧
⼊

バックホウで舗装を撤去、掘削し、ホイールクレーンで鋼⽮
板を設置箇所に移動させ、サイレントパイラーで鋼⽮板を圧
⼊する。⼀⽇分の設置完了後、バックホウで埋め戻し、タン
ピングランマで路床及び路盤を転圧し、プレートコンパク
ターでアスファルトを転圧し、仮舗装を仕上げる。

令和4年3⽉17⽇から
同⽉30⽇まで（施⼯
⽇数6⽇）

AM1:00~2:00が1
⽇、AM3:00~4:00
が5⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、ホイー
ルクレーン、サイレ
ントパイラー、タン
ピングランマ、プ
レートコンパク
ター、発動発電機

覆⼯板の設
置

掘削⽳の地上に鋼製の板（覆⼯板）を載せ、⼯事を⾏わない
時間帯でも⾞両や歩⾏者が通⾏できる状態にする。⼩型圧砕
機で事前に舗装を圧砕した上で、バックホウで舗装を撤去、
掘削し、トラッククレーンで覆⼯板を設置する。

令和4年4⽉1⽇から
同年6⽉30⽇まで
（施⼯⽇数16⽇）

AM0:00~1:00が7
⽇、AM1:00~2:00
が5⽇、
AM2:00~3:00が2
⽇、AM3:00~4:00
が1⽇、
AM4:00~5:00が1⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、発動発
電機

路線全体⼯
事

維持管理舗装として、仮舗装の段差等を解消するため、補修
⼯事を⾏う。バックホウで舗装を撤去し、プレートコンパク
ターでアスファルトを転圧し、舗装を仕上げる。

令和4年2⽉24⽇ AM0:00

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

調査、点検
等

薬液注⼊ケーシングの建込み、薬液の注⼊調査、薬液の注
⼊、ガイド管の設置、架空線の防護・仮復旧⽩線の点検

施⼯⽇数15⽇

掘削及び既設管撤去⼯（令和
4年7⽉1⽇から同年10⽉11⽇
まで（うち⼯事施⼯⽇数11
⽇））

バックホウで覆⼯板を⼀時撤去し、⽴坑内を掘削しながら、
鋼⽮板の⽀保材等の⼭留を設置する。既設管下の深さまで掘
削完了後に既設管を切断し、バックホウで撤去する。施⼯後
はバックホウで覆⼯板を復旧する。

令和4年7⽉1⽇から
同年10⽉11⽇まで
（施⼯⽇数11⽇）

AM0:00までが1⽇、
AM0:00~1:00が3
⽇、AM2:00~3:00
が4⽇、
AM3:00~4:00が3⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、発動発
電機

既設管内配管
に向けた管内
調査及び配管
（令和5年1⽉
13⽇から同年7
⽉7⽇まで（う
ち⼯事施⼯⽇
数30⽇））

掘削⼭留⼯
バックホウで覆⼯板を⼀時撤去し、⽴坑内を既設管内配管に
必要な範囲を掘削しながら、鋼⽮板の⽀保材等の⼭留を設置
する。施⼯後はバックホウで覆⼯板を復旧する。

令和5年1⽉13⽇から
同年4⽉28⽇まで
（施⼯⽇数8⽇）

AM0:00までが6⽇、
AM0:00~1:00が1
⽇、AM2:00~3:00
が1⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、発動発
電機

既設管内配
管⼯

バックホウで覆⼯板を⼀時撤去し、ホイールクレーンで⽴坑
内に新設管を吊り下ろす。管を接合し、⽴坑内の油圧ジャッ
キで新設管を押し込む。施⼯後は、バックホウで覆⼯板を復
旧する。

令和5年1⽉13⽇から
同年7⽉７⽇まで
（施⼯⽇数12⽇）

AM0:00までが2⽇、
AM0:00~1:00が5
⽇、AM1:00~2:00
が4⽇、
AM2:00~3:00が1⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、ホイー
ルクレーン

路線全体⼯
事

維持管理舗装として、仮舗装の段差等を解消するため、補修
⼯事を⾏う。バックホウで舗装を撤去し、プレートコンパク
ターでアスファルトを転圧し、仮舗装を仕上げる。

令和5年4⽉28⽇ PM11:30

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

調査、点検
等

管内清掃・調査、電気仮設、模擬管の挿⼊試験、覆⼯補修 施⼯⽇数9⽇
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掘削⼯等（令
和5年8⽉1⽇か
ら同年9⽉26⽇
まで（うち⼯
事施⼯⽇数24
⽇））

掘削⼯

既設管内配管で新設した配⽔本管と既設管を連絡するため、
⽴坑の南側を掘削し、鋼⽮板を圧⼊する。バックホウで覆⼯
板を⼀時撤去し、ホイールクレーンで鋼⽮板を設置個所に移
動させ、サイレントパイラーで圧⼊し、バックホウで掘削す
る。施⼯後はバックホウで覆⼯板を復旧する。

令和5年8⽉1⽇から
同年9⽉26⽇まで
（施⼯⽇数22⽇）

AM0:00までが15
⽇、AM0:00~1:00
が5⽇、
AM1:00~2:00が2⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、ホイー
ルクレーン、サイレ
ントパイラー、発動
発電機

路線全体⼯
事

維持管理舗装として、仮舗装の段差等を解消するため、バッ
クホウで舗装を撤去し、プレートコンパクターでアスファル
トを転圧し、仮舗装を仕上げる。

令和5年8⽉8⽇ PM10:30

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

調査、点検
等

覆⼯板の嵩上げ（段差解消） 施⼯⽇数1⽇

連絡⼯及びコ
ンクリート防
護⼯（令和5年
10⽉3⽇から同
年11⽉17⽇ま
で（うち⼯事
施⼯⽇数22
⽇））

覆⼯内連絡
⼯

覆⼯内で新設した配⽔本管と既設管を接続する。バックホウ
で覆⼯板を⼀時撤去し、既設管を切断して撤去する。撤去後
にホイールクレーンで新設管を吊り下ろし、覆⼯内で配⽔本
管と既設管を接合する。施⼯後はバックホウで覆⼯板を復旧
する。

令和5年10⽉3⽇から
同⽉13⽇まで（施⼯
⽇数6⽇）

AM0:00までが2⽇、
AM0:00~1:00が3
⽇、AM3:00~4:00
が1⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、ホイー
ルクレーン、発動発
電機

防護⼯

覆⼯内で新設管の曲がり部等をコンクリートで防護する。
バックホウで覆⼯板を⼀時撤去し、新設管の曲がり部に型枠
を設置し、コンクリートを打設する。施⼯後はバックホウで
覆⼯板を復旧する。

令和5年10⽉17⽇か
ら同年11⽉17⽇まで
（施⼯⽇数16⽇）

AM0:00までが5⽇、
AM0:00~1:00が7
⽇、AM2:00~3:00
が1⽇、
AM3:00~4:00が3⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、発動発
電機

⽴坑の埋戻し
等（令和5年11
⽉20⽇から令
和6年3⽉18⽇
まで（うち⼯
事施⼯⽇数44
⽇））

埋戻し、覆
⼯板の撤
去、鋼⽮板
の引抜き

覆⼯板を⼀時撤去し、覆⼯内をバックホウで埋め戻し、タン
ピングランマで転圧する。施⼯後はバックホウで覆⼯板を復
旧する。埋戻し完了後、トラッククレーン及びバックホウで
覆⼯板を撤去する。覆⼯板を撤去した後、ホイールクレーン
で鋼⽮板を引き抜く。鋼⽮板を引き抜いた後、振動ロー
ラー、コンバインドローラ、プレートコンパクターでアス
ファルトを転圧し、仮舗装を仕上げる。

令和5年11⽉20⽇か
ら令和6年2⽉20⽇ま
で（施⼯⽇数29⽇）

AM0:00までが1⽇、
AM0:00~1:00が7
⽇、AM1:00〜2:00
が5⽇、
AM2:00~3:00が9
⽇、AM3:00~4:00
が5⽇、AM4:00以降
が2⽇

バックホウ、トラッ
ククレーン、ホイー
ルクレーン、タンピ
ングランマ、振動
ローラー、コンバイ
ンドローラ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

⽀障物件の
復旧⼯

バックホウで覆⼯板を⼀時撤去し、舗装を撤去する。さらに
路床を掘削して⽀障物件処理⼯事で撤去した配⽔⼩管を復旧
する。復旧後にバックホウで埋め戻し、タンピングランマで
路床及び路盤を転圧し、プレートコンパクター及び振動ロー
ラーでアスファルトを転圧して舗装を仕上げる。覆⼯箇所は
バックホウで覆⼯板を復旧する。

令和5年12⽉5⽇から
令和6年1⽉24⽇まで
（施⼯⽇数8⽇）

AM0:00までが1⽇、
AM1:00~2:00が1
⽇、AM2:00~3:00
が2⽇、
AM3:00~4:00が3
⽇、AM4:00~5:00
が1⽇

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、振
動ローラー、発動発
電機

仮配⽔管の
撤去

バックホウで仮舗装を撤去し、路床を掘削し、仮配管を撤去
する。撤去後、バックホウで路床を埋め戻し、タンピングラ
ンマで路床及び路盤を転圧し、プレートコンパクターでアス
ファルトを転圧し、仮舗装を仕上げる。

令和6年3⽉11⽇から
同⽉18⽇まで（施⼯
⽇数5⽇）

AM0:00までが1⽇、
AM1:00~2:00が1
⽇、AM2:00~3:00
が3⽇

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、発
動発電機

調査、点検
等

弁室内の仕上げ⼯事 施⼯⽇数2⽇
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付帯設備の復旧⼯（令和6年
3⽉19⽇から同⽉31⽇まで
（うち⼯事施⼯⽇数5⽇））

アスファルトで仮復旧をしていた街渠等の施⼯範囲につい
て、コンクリートカッターで舗装を切断し、バックホウで舗
装を撤去する。舗装撤去後に街渠等を復旧する。

令和6年3⽉19⽇から
同⽉31⽇まで（施⼯
⽇数5⽇）

AM0:00~1:00が1
⽇、AM3:00~4:00
が3⽇、
AM4:00~5:00が1⽇

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、コ
ンクリートカッ
ター、発動発電機

舗装本復旧⼯
（令和6年4⽉1
⽇から同年5⽉
7⽇まで（うち
⼯事施⼯⽇数9
⽇））

舗装打ち換え

全体⼯事完了後、仮舗装を取り除いて全体の舗装⼯事を⾏
う。バックホウで舗装を撤去し、路盤を掘削する。バックホ
ウで路盤を埋め戻し、タンピングランマで転圧した後に、振
動ローラー、コンバインドローラ及びプレートコンパクター
で転圧し、舗装を仕上げる。

令和6年4⽉10⽇から
同⽉12⽇まで（施⼯
⽇数2⽇）

AM4:00~5:00

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、振
動ローラー、コンバ
インドローラ、タイ
ヤローラ、発動発電
機

表層⼯

表層の切削（舗装復旧範囲全⾯の表層5cm程度を削る。）後に
舗装を⾏う。切削機で舗装復旧範囲前⾯の表層を切削し、
フィニッシャーでアスファルトを敷き詰め、振動ローラー、
コンバインドローラ、タイヤローラ及びプレートコンパク
ターで転圧し、舗装を仕上げる。

令和6年4⽉16⽇ AM5:00

バックホウ、タンピ
ングランマ、プレー
トコンパクター、
フィニッシャー、路
⾯切削機、振動ロー
ラー、コンバインド
ローラ、タイヤロー
ラ、発動発電機

調査、点検
等

歩道タイルの復旧、⽩線⼯、下⽔⼈孔内仕上げ、歩道ブロッ
クの補修

施⼯⽇数6⽇


